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1  会 計 別 予 算 額

補正前予算額 補   正   額 補正後予算額 構成比
前年同期予算額

（令和6年度3月補正②後）
対前年増減率

80,145,723 3,112,699 83,258,422 60.6 78,525,503 6.0

35,130,998 △ 400,000 34,730,998 25.3 35,173,996 △ 1.3

土地取得事業特別会計 400,000 △ 400,000 0 0.0 400,000 皆減

国民健康保険事業特別会計 15,224,774 15,224,774 11.1 15,156,653 0.4

後期高齢者医療事業特別会計 2,635,407 2,635,407 1.9 2,577,263 2.3

介護保険事業特別会計 16,628,746 16,628,746 12.1 16,797,719 △ 1.0

駐車場事業特別会計 139,752 139,752 0.1 126,152 10.8

武石診療所事業特別会計 102,319 102,319 0.1 116,209 △ 12.0

20,726,899 △ 1,315,476 19,411,423 14.1 18,229,530 6.5

水道事業会計 5,451,543 △ 67,619 5,383,924 3.9 5,035,117 6.9

　　収益的支出 3,106,509 8,134 3,114,643 2.3 2,842,269 9.6

　　資本的支出 2,345,034 △ 75,753 2,269,281 1.6 2,192,848 3.5

公共下水道事業会計 12,873,456 △ 1,090,035 11,783,421 8.6 10,793,046 9.2

　　収益的支出 5,286,442 △ 265,306 5,021,136 3.7 4,969,975 1.0

　　資本的支出 7,587,014 △ 824,729 6,762,285 4.9 5,823,071 16.1

農業集落排水事業会計 2,401,900 △ 157,822 2,244,078 1.6 2,401,367 △ 6.5

　　収益的支出 1,336,333 △ 58,062 1,278,271 0.9 1,284,370 △ 0.5

　　資本的支出 1,065,567 △ 99,760 965,807 0.7 1,116,997 △ 13.5

136,003,620 1,397,223 137,400,843 100.0 131,929,029 4.1

令和７年度　上田市３月補正予算②の概要

総               合               計

会               計               名

一    般    会    計

特    別    会    計

企    業    会    計

         （単位：千円、％）
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２  一般会計予算額

1 市 税 22,691,000 22,691,000 27.3 21,575,050 5.2

2 地 方 譲 与 税 604,105 604,105 0.7 602,594 0.3

3 利 子 割 交 付 金 12,000 12,000 0.0 6,000 100.0

4 配 当 割 交 付 金 110,000 110,000 0.1 93,000 18.3

5 株式等譲渡所得割交付金 120,000 120,000 0.1 98,000 22.4

6 法 人 事 業 税 交 付 金 390,000 390,000 0.5 350,000 11.4

7 地 方 消 費 税 交 付 金 4,100,000 4,100,000 4.9 4,000,000 2.5

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 20,000 20,000 0.0 20,000 0.0

9 環 境 性 能 割 交 付 金 50,000 50,000 0.1 40,000 25.0

10 地 方 特 例 交 付 金 198,357 198,357 0.2 821,770 △ 75.9

11 地 方 交 付 税 16,118,753 168,708 16,287,461 19.6 15,789,072 3.2

12 交通安全対策特別交付金 14,500 14,500 0.0 17,000 △ 14.7

13 分 担 金 及 び 負 担 金 217,089 4,247 221,336 0.3 271,055 △ 18.3

14 使 用 料 及 び 手 数 料 1,065,474 1,065,474 1.3 1,076,942 △ 1.1

15 国 庫 支 出 金 13,275,523 429,325 13,704,848 16.5 11,620,512 17.9

16 県 支 出 金 5,207,035 146,539 5,353,574 6.4 4,723,308 13.3

17 財 産 収 入 246,148 1,513 247,661 0.3 236,532 4.7

18 寄 附 金 636,814 14,119 650,933 0.8 493,757 31.8

19 繰 入 金 3,766,054 563,963 4,330,017 5.2 4,010,782 8.0

20 繰 越 金 1,775,723 1,775,723 2.1 2,017,465 △ 12.0

21 諸 収 入 5,959,348 13,385 5,972,733 7.2 6,928,364 △ 13.8

22 市 債 3,567,800 1,770,900 5,338,700 6.4 3,734,300 43.0

80,145,723 3,112,699 83,258,422 100.0 78,525,503 6.0

歳                    入

款
補   正   額

歳    入    合    計

構成比補正前予算額 補正後予算額

（単位：千円、％）

対前年増減率
前年同期予算額

（令和6年度3月補正②後）
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1 議 会 費 357,150 357,150 0.4 383,413 △ 6.8

2 総 務 費 9,311,054 853,824 10,164,878 12.2 9,361,805 8.6

3 民 生 費 29,789,489 347,213 30,136,702 36.2 28,716,498 4.9

4 衛 生 費 6,181,037 △ 65,535 6,115,502 7.3 5,442,199 12.4

5 労 働 費 237,010 △ 1,632 235,378 0.3 234,916 0.2

6 農 林 水 産 業 費 3,250,634 42,624 3,293,258 4.0 2,989,231 10.2

7 商 工 費 6,811,776 31,395 6,843,171 8.2 5,743,887 19.1

8 土 木 費 8,764,060 63,357 8,827,417 10.6 9,827,086 △ 10.2

9 消 防 費 2,136,692 △ 6,068 2,130,624 2.6 2,095,456 1.7

10 教 育 費 6,468,518 1,847,521 8,316,039 10.0 6,775,528 22.7

11 公 債 費 6,738,303 6,738,303 8.1 6,819,564 △ 1.2

12 予 備 費 100,000 100,000 0.1 100,000 0.0

- 災 害 復 旧 費 35,920 皆  減

80,145,723 3,112,699 83,258,422 100.0 78,525,503 6.0歳    出    合    計

対前年増減率

款

歳                    出
補正前予算額 補正後予算額

前年同期予算額
（令和6年度3月補正②後）補   正   額 構成比

（単位：千円、％）
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３  歳出予算性質別区分

補正前予算額 補   正   額 補正後予算額 構成比
前年同期予算額

（令和6年度3月補正②後）
対前年増減率

 人     件     費 14,198,732 14,198,732 17.1 14,030,536 1.2

 扶     助     費 14,831,765 268,724 15,100,489 18.1 13,609,484 11.0

 公     債     費 6,738,303 6,738,303 8.1 6,819,564 △ 1.2

小           計 35,768,800 268,724 36,037,524 43.3 34,459,584 4.6

 普通建設事業費 5,832,040 2,050,407 7,882,447 9.5 6,464,335 21.9

      補助事業費 1,889,545 835,090 2,724,635 3.3 2,461,236 10.7

      単独事業費 3,822,037 1,160,584 4,982,621 6.0 3,816,850 30.5

      その他 120,458 54,733 175,191 0.2 186,249 △ 5.9

 災害復旧事業費 0.0 35,920 皆  減

      補助事業費 0.0 17,250 皆  減

      単独事業費等 0.0 18,670 皆  減

 失業対策事業費 -

小           計 5,832,040 2,050,407 7,882,447 9.5 6,500,255 21.3

 物     件     費 10,323,107 28,872 10,351,979 12.4 9,842,174 5.2

 維 持 補 修 費 1,040,681 4,300 1,044,981 1.3 1,061,747 △ 1.6

 補  助  費  等 17,218,496 608,267 17,826,763 21.4 15,661,723 13.8

 積     立     金 593,962 175,238 769,200 0.9 680,702 13.0

 投資及び出資金 0.0 10,000 皆  減

 貸     付     金 4,849,100 4,849,100 5.8 5,852,900 △ 17.2

 繰     出     金 4,419,537 △ 23,109 4,396,428 5.3 4,356,418 0.9

 予     備     費 100,000 100,000 0.1 100,000 0.0

小           計 38,544,883 793,568 39,338,451 47.2 37,565,664 4.7
 

80,145,723 3,112,699 83,258,422 100.0 78,525,503 6.0合                    計

         （単位：千円、％）

性        質

義
務
的
経
費

そ
の
他
の
経
費

投
資
的
経
費
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令和７年度　３月補正予算②における主な施策　（一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款
総合計画
施策体系

担当課
計上額
（千円）

総務費 自治・協働・行政 武石地域自治センター管理事業 武石地域振興課 714 ○ 事業費確定見込みによる光熱水費の追加計上
・

◎ 公有財産管理事業 財産活用課 642,346 ○

・ 620,317 千円

・ 22,029 千円

特別会計繰出金 財産活用課 △ 23,109 ○ 土地取得事業特別会計廃止に伴う減額補正
・ 補正前23,109千円→皆減

【国第１次補正予算分】

☆ 減債基金積立金 財政課 139,367 ○
・ 令和7年度普通交付税追加交付分 137,926 千円

（臨時財政対策債償還基金費）
・ 基金運用利子 1,441 千円

教　　育 ☆ 公立大学法人長野大学関係事業 学園都市 97,680 ○ 長野大学修学支援事業補助金の追加計上
推進室 ・

自治・協働・行政 広域連合負担金 政策企画課 △ 2,372 ○ 一般管理運営費負担金の確定見込みによる減額補正
・ 運営経費

補正前136,525千円→補正後134,382千円
・ 企画費

補正前5,000千円→補正後4,987千円
・ 広報・広聴等経費

補正前2,991千円→補正後2,775千円

土地取得事業特別会計及び土地開発基金廃止に伴い、基金
に属する現金等を活用し、土地開発公社補填金を計上する。

土地開発基金に属する現金分

減債基金への積立金

補正前108,467千円→補正後206,147千円

事      業      名 事       業       内       容

補正前4,494千円→補正後143,861千円

特別会計繰出金からの組替分

補正前5,687千円→補正後6,401千円
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令和７年度　３月補正予算②における主な施策　（一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款
総合計画
施策体系

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

総務費 自治・協働・行政 広域連合負担金（つづき） 政策企画課 447 ○ 創造館費負担金の確定見込みによる追加計上
・ 補正前126,690千円→補正後127,137千円

5 ○ 創造館費交付税配分金の確定見込みによる追加計上
・

活力あるまちづくり支援事業 市民参加・ △ 9,650 ○ 活力あるまちづくり支援金の確定見込みによる減額補正

協働推進課 ・

☆ 地域振興事業基金積立金 市民参加・ 13,270 ○
協働推進課

自治会関係事業 市民参加・ △ 2,600 ○
協働推進課

・

コミュニティセンター管理事業 市民参加・ △ 5,200 ○
協働推進課

・

【国第１次補正予算分】

◎ 戸籍住民基本台帳事務費 市民課 2,926 ○ 旧氏記載に係るシステム改修委託料の計上

・

民生費 健康・福祉 過年度国庫支出金返還金 福祉課 40,748 ○ 令和6年度分国庫支出金の精算による調整
・ 生活困窮者自立支援事業 1,089 千円
・ 住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事業

26,798 千円

補正前3,000千円→補正後400千円

自治会長等研修視察事業補助金の確定見込みによる減額補
正

補正前14,146千円→補正後17,072千円

補正前595千円→補正後600千円

補正前5,200千円→皆減

古戦場公園コミュニティセンター収納庫設置事業に係る事業
手法変更に伴う減額補正

補正前15,600千円→補正後5,950千円

合併特例債（ソフト分）を活用した地域振興事業基金積立金の
計上
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令和７年度　３月補正予算②における主な施策　（一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款
総合計画
施策体系

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

民生費 健康・福祉 過年度国庫支出金返還金（つづき） 福祉課 ・ 物価高騰対応重点支援臨時給付金給付事業
6,143 千円

・ 生活保護費 6,718 千円

◎ 社会福祉基金積立金 福祉課 5,454 ○ 社会福祉基金への積立金
・ 個人からの寄附金 4,300 千円
・ 基金運用利子 1,154 千円

◎ 指定管理者支援事業 福祉課 401 ○
（事業者支援）

・ ふれあい福祉センター

生活保護費 福祉課 70,000 ○ 生活保護扶助費の追加計上
・ 生活扶助 7,000 千円
・ 医療扶助 38,000 千円
・ 介護扶助 18,000 千円
・ 施設委託扶助 7,000 千円

補正前1,708,000千円→補正後1,778,000千円

過年度国庫支出金返還金 障がい者 3,124 ○ 令和5年度及び令和6年度分国庫支出金の精算による調整

支援課 ・ 自立支援給付事業
補正前9,894千円→補正後13,018千円

自立支援給付事業 障がい者 8,000 ○
支援課

・ 補正前8,250千円→補正後16,250千円

上田市つむぎの家管理運営事業 障がい者 1,870 ○ 上田市つむぎの家管理運営委託料の精算に伴う追加計上

支援課 ・ 補正前18,937千円→補正後20,807千円

エネルギー価格高騰に直面する指定管理者に対して、安定し
た施設運営のために必要な支援を実施する。

令和8年4月施行予定の報酬改定に伴うシステム改修経費の
追加計上
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令和７年度　３月補正予算②における主な施策　（一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款
総合計画
施策体系

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

民生費 健康・福祉 ☆ 点字図書館管理運営事業 点字図書館 100 ○ 寄附金を活用した自動点訳ソフト等の購入に係る経費の計上
・ 消耗品費 16 千円

補正前1,028千円→1,044千円

・ 備品購入費 84 千円

介護予防・生活支援事業 高齢者介護課 1,000 ○ 高齢者生活支援ハウス運営事業委託料の追加計上

・ 補正前10,916千円→補正後11,916千円

◎ 高齢者福祉センター管理事業 高齢者介護課 9,500 ○ ＧＨＰエアコンの故障に伴う緊急修繕に係る経費の追加計上
・ 補正前2,000千円→補正後11,500千円

◎ 指定管理者支援事業 高齢者介護課 21 ○
（事業者支援）

・ 真田老人福祉センター

過年度国庫支出金返還金 子育て・ 2,558 ○ 令和6年度分国庫支出金の精算による調整
子育ち支援課 ・ 児童扶養手当支給事業 502 千円

・ 母子家庭等援護事業 2,056 千円

児童扶養手当支給事業 子育て・ △ 7,000 ○ 事業費確定見込みによる減額補正

子育ち支援課 ・ 補正前552,000千円→補正後545,000千円

児童手当支給事業 子育て・ △ 16,660 ○ 事業費確定見込みによる減額補正

子育ち支援課 ・ 補正前3,083,650千円→補正後3,066,990千円

母子寮管理運営事業 子育て・ 3,832 ○ 母子寮管理運営委託料の追加計上

子育ち支援課 ・ 補正前82,272千円→補正後86,104千円

保育課 6,400 ○ 事業費確定見込みによる光熱水費の追加計上

・

エネルギー価格高騰に直面する指定管理者に対して、安定し
た施設運営のために必要な支援を実施する。

補正前85,641千円→補正後92,041千円

保育所等管理運営事業
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令和７年度　３月補正予算②における主な施策　（一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款
総合計画
施策体系

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

民生費 健康・福祉 民間保育所利用給付事業 保育課 216,000 ○ 事業費確定見込みによる追加計上

・ 補正前2,487,622千円→補正後2,703,622千円

◎ 地域振興事業基金積立金 武石市民 1,000 ○ 地域振興事業基金への積立金

サービス課 ・ 個人からの寄附金

◎ 指定管理者支援事業 学校教育課 865 ○
（事業者支援）

・ 児童館（センター）
・ 児童クラブ、学童保育所

衛生費 健康・福祉 過年度国庫支出金返還金 健康推進課 1,400 ○ 令和6年度分国庫支出金の精算による調整
・

125 千円
・ 養育医療費国庫補助金 354 千円
・ 母子保健衛生費国庫補助金 921 千円

未熟児養育医療費給付事業 健康推進課 4,000 ○

・ 補正前14,400千円→補正後18,400千円

相染閣管理事業 健康推進課 7,031 ○
・

◎ 指定管理者支援事業 健康推進課 307 ○
（事業者支援）

・ 相染閣

新型コロナウイルス予防接種健康被害給付費負担金

エネルギー価格高騰に直面する指定管理者に対して、安定し
た施設運営のために必要な支援を実施する。

相染閣管理運営委託料の追加計上

補正前14,743千円→補正後21,774千円

エネルギー価格高騰に直面する指定管理者に対して、安定し
た施設運営のために必要な支援を実施する。

県が指定した医療機関の医師が入院の必要を認めた未熟児
に係る医療費の公費負担金の追加計上
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令和７年度　３月補正予算②における主な施策　（一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款
総合計画
施策体系

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

衛生費 健康・福祉 広域連合負担金 地域医療政策室 △ 1,268 ○
（病院群輪番制病院補助事業）

・

自然・生活環境 広域連合負担金 環境政策課 △ 44,903 ○
（清浄園、斎場） ・ △ 39,180 千円

・ △ 5,723 千円

資源循環型施設 △ 6,701 ○
建設関連事業課 ・

広域連合負担金 廃棄物対策課 △ 38,344 ○

・ 上田クリーンセンター費負担金 △ 25,966 千円

・ ごみ処理広域化推進事業費負担金 △ 12,378 千円

広域連合負担金 丸子市民 △ 1,257 ○
（丸子クリーンセンター） サービス課 ・ 丸子クリーンセンター費負担金 △ 1,320 千円

・ 丸子クリーンセンター交付税配分金 63 千円

清浄園、斎場に係る負担金の確定見込みによる減額補正

補正前258,964千円→補正後219,784千円

補正前486,032千円→補正後460,066千円

補正前275,100千円→補正後273,843千円

丸子クリーンセンター費負担金の確定見込みによる調整

補正前42,026千円→補正後40,758千円

補正前57,124千円→補正後51,401千円

補正前74,179千円→補正後61,801千円

清浄園費負担金

斎場費負担金

クリーンセンター、ごみ処理広域化推進事業に係る負担金の
確定見込みによる減額補正

病院群輪番制病院補助事業費負担金の確定見込みによる減
額補正

公共下水道事業会計負担金の確定見込みによる減額補正

（上田クリーンセンター、ごみ処理広
域化推進事業）

補正前13,769千円→補正後7,068千円

し尿前処理下水道投入施設整備事
業
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令和７年度　３月補正予算②における主な施策　（一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款
総合計画
施策体系

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

衛生費 自然・生活環境 ◎ 公営企業支出金 環境政策課 14,200 ○
（事業者支援）
（生活者支援）

・

労働費 自治・協働・行政 勤労者福祉センター管理事業 地域雇用推進課 △ 1,632 ○

・ 補正前1,959千円→補正後327千円

農林水 産業・経済 ◎ 指定管理者支援事業 農業政策課 444 ○
産業費 （事業者支援） 丸子産業観光課

・ 丸子農産物直売加工施設（あさつゆ） 320 千円
・ 塩田の里交流館 124 千円

☆ 農用地流動化促進奨励交付金 農業政策課 1,134 ○ 事業費確定見込みによる追加計上
・ 補正前6,968千円→補正後8,102千円

公営企業支出金 農業政策課 △ 88,207 ○ 農業集落排水事業会計補助金の確定見込みによる減額補正
・

◎ （事業者支援） 9,000 ○
（生活者支援）

・

【国第１次補正予算分】

自然・生活環境 ☆ 6,709 ○ 国の第１次補正予算に伴う負担金の追加計上
・ 補正前21,215千円→補正後27,924千円

エネルギー価格高騰に直面する指定管理者に対して、安定し
た施設運営のために必要な支援を実施する。

エネルギー価格高騰により動力費の負担が増加している水道
事業会計に対し、事業の安定的な運営基盤を維持するための
支援を行う。

水道事業会計支援事業交付金

県営農村地域防災減災事業（防災
重点農業用ため池緊急整備）

農地整備課

補正前890,649千円→補正後802,442千円

センター利用者用駐車場2箇所の返還に伴う土地借上料の減
額補正

エネルギー価格高騰により動力費の負担が増加している農業
集落排水事業会計に対し、事業の安定的な運営基盤を維持
するための支援を行う。

農業集落排水事業会計支援事業交付金
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令和７年度　３月補正予算②における主な施策　（一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款
総合計画
施策体系

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

【国第１次補正予算分】

農林水 自然・生活環境 ☆ 3,250 ○ 国の第１次補正予算に伴う負担金の追加計上

産業費 ・ 補正前10,270千円→補正後13,520千円

【国第１次補正予算分】

☆ 11,228 ○ 国の第１次補正予算に伴う負担金の追加計上
・ 補正前3,369千円→補正後14,597千円

【国第１次補正予算分】

☆ 丸子地域 △ 672 ○
農地整備事務所 ・

緊急自然災害防止対策事業 △ 22,000 ○
・

【国第１次補正予算分】

☆ 81,000 ○

・

【国第１次補正予算分】

☆ 丸子地域 40,000 ○
農地整備事務所

・

【国第１次補正予算分】

◎ 真田地域 5,030 ○
農地整備事務所

☆ 有害鳥獣防除対策事業 森林整備課 4,298 ○

・ 報償金
補正前31,970千円→補正後35,000千円

・ 野生鳥獣総合管理対策事業補助金
補正前2,357千円→補正後3,625千円

補正前139,000千円→補正後117,000千円

国の第１次補正予算に伴う事業費及び財源の調整

県営農村地域防災減災事業（吉田
堰地区）

農地整備課

農地整備課

県営かんがい排水事業（菅平ダム地
区）

事業費確定見込みによる減額補正

県営かんがい排水事業（立科幹線
地区） 補正前2,656千円→補正後1,984千円

農地整備課

（団体営）農業水路等長寿命化・防
災減災事業（窪堰地区）

補正前10,045千円→補正後91,045千円

国の第１次補正予算に伴う委託料及び工事請負費の計上

国の第１次補正予算に伴う委託料及び工事請負費の追加計
上

国の第１次補正予算に伴う委託料及び工事請負費の追加計
上

（団体営）農村地域防災減災事業 農地整備課

（団体営）農業水路等長寿命化・防
災減災事業（尾野山地区）

補正前40,000千円→補正後80,000千円

有害鳥獣の捕獲件数増加に伴う報償金及び補助金の追加計
上
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令和７年度　３月補正予算②における主な施策　（一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款
総合計画
施策体系

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

農林水 自然・生活環境 森林整備推進事業 森林整備課 △ 2,200 ○
産業費 ・

松くい虫防除対策事業 森林整備課 △ 7,500 ○
・ 松林保護樹林帯造成事業補助金

治山事業 森林整備課 300 ○
・

商工費 産業・経済 ☆ 中小企業金融対策事業 商工課 31,000 ○ 事業費確定見込みに伴う融資信用保証料の追加計上
・ 補正前130,000千円→補正後161,000千円

◎ 指定管理者支援事業 丸子/武石 395 ○
（事業者支援） 産業観光課

・ 番所ヶ原スキー場 294 千円
・ 鹿教湯温泉センター（文殊の湯） 101 千円

土木費 自然・生活環境 交通安全施設整備事業 土木課 △ 10,000 ○
・ 下吉田久保林線整備事業

補正前55,000千円→補正後45,000千円

【国第１次補正予算分】

☆ 道路整備事業負担金 管理課 34,100 ○ 国の第１次補正予算に伴う負担金の追加計上
補正前29,580千円→補正後63,680千円

補正前2,200千円→皆減
合板・製材生産性強化対策交付金事業補助金

事業費確定見込みによる減額補正

エネルギー価格高騰に直面する指定管理者に対して、安定し
た施設運営のために必要な支援を実施する。

補正前5,300千円→補正後5,600千円
長野県治山林道協会等負担金（県治山事業負担金）

事業費確定見込みによる減額補正

補正前12,864千円→補正後5,364千円

事業費確定見込みによる追加計上

事業費確定見込みによる減額補正
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令和７年度　３月補正予算②における主な施策　（一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款
総合計画
施策体系

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

土木費 自然・生活環境 公営企業支出金 都市計画課 △ 5,927 ○
・

◎ （事業者支援） 23,300 ○
（生活者支援）

・

都市公園整備事業 都市計画課 △ 9,000 ○
・

交通政策課 △ 2,000 ○
・

【国第１次補正予算分】

☆ 交通政策課 32,884 ○
・

消防費 自然・生活環境 広域連合負担金 消防総務課 4,280 ○ 消防特別会計負担金の確定見込みによる追加計上
・ 消防特別会計負担金 千円

補正前1,663,671千円→補正後1,665,839千円
・ 交付税配分金 2,112 千円

補正前79,575千円→補正後81,687千円

消防団運営事業 危機管理防災課 △ 10,605 ○ 事業費確定見込みによる減額補正
・ 消防団員退職報償金 千円

補正前37,467千円→補正後29,747千円
・ 消防団本部・分団交付金 千円

補正前39,295千円→補正後36,410千円

事業費確定見込みによる減額補正

補正前10,000千円→補正後1,000千円

国の第１次補正予算に伴う負担金の追加計上

2,168

補正前18,572千円→補正後51,456千円

△ 2,885

△ 7,720

上田市公共交通活性化協議会負担
金

事業費確定見込みによる減額補正

補正前5,000千円→補正後3,000千円

大手門まちかどテラス整備事業

公共下水道事業会計補助金の確定見込みによる減額補正

しなの鉄道線安全輸送設備等整備
事業負担金

補正前2,364,033千円→補正後2,358,106千円

エネルギー価格高騰により動力費の負担が増加している公共
下水道事業会計に対し、事業の安定的な運営基盤を維持す
るための支援を行う。

公共下水道事業会計支援事業交付金
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令和７年度　３月補正予算②における主な施策　（一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款
総合計画
施策体系

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

消防費 自然・生活環境 消防総務課 257 ○

・

教育費 教　　　育 一部事務組合負担金 教育総務課 288 ○

・ 補正前20,171千円→補正後20,459千円

◎ ふるさと上田応援基金積立金 学校保健 2,000 ○
（学校教育活動支援小学校分） 給食課

・ 企業1件からの寄附金

◎ ふるさと上田応援基金積立金 学校教育課 4,300 ○
（学校教育活動支援中学校分）

・ 個人からの寄附金

【国第１次補正予算分】

◎ 小学校施設整備事業 265,848 ○ 国の第１次補正予算に伴う工事請負費の計上
・ 特別教室空調整備工事費（15校）
・ トイレ改修工事費（塩川小・菅平小）

【国第１次補正予算分】

◎ 中学校施設整備事業 90,200 ○ 国の第１次補正予算に伴う工事請負費の計上
・ トイレ改修工事費（丸子北中）

【国第１次補正予算分】

◎ 第五中学校改築事業 1,604,546 ○ 国の第１次補正予算に伴う工事請負費の計上
・ 屋内運動場建設及び西棟改修工事費

長野県消防防災航空隊運営費負担
金

ふるさと上田応援基金（学校教育活動支援小学校分）への積
立金

ふるさと上田応援基金（学校教育活動支援中学校分）への積
立金

長野県消防防災航空隊運営費負担金の確定見込みによる追
加計上

補正前4,204千円→補正後4,461千円

依田窪南部中学校交付税配分金の確定見込みによる追加計
上

教育施設
整備室

教育施設
整備室

教育施設
整備室
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令和７年度　３月補正予算②における主な施策　（一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款
総合計画
施策体系

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

教育費 教　　　育 中学校管理運営事業 学校教育課 576 ○ 事業費確定見込みによる通信運搬費の追加計上
・ 補正前3,300千円→補正後3,876千円

中学校特別支援教育就学事業 学校教育課 2,384 ○ 事業費確定見込みによる扶助費の追加計上
・ 補正前10,937千円→補正後13,321千円

幼稚園助成事業 保育課 △ 83,250 ○ 事業費確定見込みによる減額補正

・ 子育てのための施設等利用給付費負担金

文化・交流・連携 上田城跡整備事業 △ 2,000 ○ 事業実施年度の変更による減額補正

・ 史跡上田城跡整備基本計画印刷製本費
補正前2,000千円→皆減

史跡信濃国分寺跡整備事業 △ 40,125 ○ 事業実施年度の変更による減額補正

・ 支障物移転補償料ほか
補正前40,125千円→皆減

埋蔵文化財発掘調査事業 △ 8,000 ○ 事業実施年度の変更による減額補正

・ 施設整備工事費
補正前8,734千円→補正後734千円

旧倉沢家住宅整備事業 △ 3,200 ○ 事業実施年度の変更による減額補正

・ 施設整備工事費
補正前3,200千円→皆減

生涯学習・
文化財課

生涯学習・
文化財課

補正前130,000千円→補正後46,750千円

上田城跡
整備室

生涯学習・
文化財課
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令和７年度　３月補正予算②における主な施策　（一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款
総合計画
施策体系

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

教育費 教　　　育 中央公民館 250 ○ 事業費確定見込みによる光熱水費の追加計上
・ 補正前632千円→補正後882千円

丸子図書館管理運営事業 丸子図書館 370 ○ 事業費確定見込みによる光熱水費の追加計上
・ 補正前4,332千円→補正後4,702千円

広域連合負担金 上田図書館 △ 138 ○

・ 補正前20,865千円→補正後20,727千円

文化・交流・連携 美術館 9,847 ○
・ 補正前6,467千円→補正後16,314千円

教　　　育 ◎ 指定管理者支援事業 スポーツ 3,625 ○
（事業者支援） 推進課

・ アクアプラザ上田 3,550 千円
・ 塩田の郷マレットゴルフ場 58 千円
・ 武石森林公園マレットゴルフ場 17 千円

※　合計欄は3月補正予算②の全体額。記載事業は抜粋のため、集計した額とは一致しない。

一般会計　補正額　合計 3,112,699

交流文化芸術センター及び美術館
事業基金積立金

中央公民館管理事業

エネルギー価格高騰に直面する指定管理者に対して、安定し
た施設運営のために必要な支援を実施する。

図書館情報ネットワーク費の確定見込みによる負担金の減額
補正

展覧会清算金納入に伴う基金積立金の追加計上
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令和７年度　３月補正予算②における主な施策　（特別会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

会計
総合計画
施策体系

担当課
計上額
（千円）

土 地 取 得 自治・協働・行政 土地取得事業 財産活用課 △ 376,891 ○ 特別会計廃止に伴う減額補正
事 業 ・ 土地買収費
特 別 会 計 補正前300,000千円→皆減

・ 支障物移転等補償料
補正前76,891千円→皆減

基金繰出金 財産活用課 △ 23,109 ○ 特別会計廃止に伴う減額補正
・ 土地開発基金繰出金

補正前23,109千円→皆減

事      業      名 事       業       内       容

土地取得事業事業特別会計  補正額  合計 △ 400,000
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◎は新規事業、☆は充実した事業

会　計
総合計画
施策体系

担当課
計上額
（千円）

【収益的支出】 (8,134) 合計

水道事業 自然・生活環境 受託工事費 上水道課 △ 2,000 ○ 事業費確定見込みによる減額補正

会　　　計 ・ 下水道関連給水管工事

補正前2,000千円⇒補正後0千円

減価償却費 経営管理課 14,924 ○ 有形固定資産減価償却費の確定見込みによる追加計上

補正前1,257,823千円⇒補正後1,272,747千円

資産減耗費 経営管理課 16,478 ○ 固定資産除却費の確定見込みによる追加計上

補正前21,194千円⇒補正後37,672千円

支払利息及び企業債取扱諸費 経営管理課 △ 21,268 ○ 借入見込みによる企業債利息の減額補正

補正前74,523千円⇒補正後53,255千円

【資本的支出】 (△75,753) 合計

上水道管路等整備事業 上水道課 40,000 ○ 事業費確定見込みによる減額補正

・ 土木関連事業工事請負費 △ 30,000 千円

補正前166,824千円⇒補正後136,824千円

◎ 上水道課 ○

・ 横町配水管布設工事 70,000 千円

浄水場施設等建設改良事業 上水道課 △ 115,753 ○ 事業費確定見込みによる増額補正
浄水管理センター ・ 水道施設更新、消火栓工事等 17,897 千円

補正前670,083千円⇒補正後687,980千円

浄水管理センター ○ 国の第1次補正予算に伴う工事請負費及び財源の調整

・ 染屋急傾斜地管路更新工事

発注時期変更に伴う減額補正 △ 133,650 千円

補正前243,650千円⇒補正後110,000千円

【債務負担行為】 (377,300) ・ 令和８年度以降に係る事業費について、債務負担行為を設定する。

※　合計欄は補正予算の全体額。記載事業は抜粋のため、集計した額とは一致しない場合がある。

水道事業会計　補正額  合計 △ 67,619

令和７年度 ３月補正予算②における主な施策 （企業会計）

事      業      名 事       業       内       容

国の第1次補正予算に伴う工事請負費の計上
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令和７年度３月補正予算②における主な施策 （企業会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

会　計
総合計画
施策体系

担当課
計上額
（千円）

公　　共 自然・生活環境 【収益的支出】 (△265,306) 合計

下 水 道 公共管路維持修繕事業 下水道課 △ 5,000 ○ 事業費確定見込みによる減額補正

事業会計 ・ 管路施設修繕費 △ 2,000 千円

補正前15,025千円⇒補正後13,025千円

・ マンホールポンプ運転維持管理委託料 △ 3,000 千円

補正前69,567千円⇒補正後66,567　千円

公共施設維持修繕事業 下水道課 △ 2,000 ○ 設備保守点検委託料の確定見込みによる減額補正

補正前8,256千円⇒補正後6,256千円

減価償却費 経営管理課 △ 96,736 ○ 有形固定資産減価償却費の確定見込みによる減額補正

補正前2,728,722千円⇒補正後2,631,986千円

資産減耗費 経営管理課 △ 171,000 ○ 固定資産除却費の確定見込みによる減額補正

補正前244,113千円⇒補正後73,113千円

支払利息及び企業債取扱諸費 経営管理課 △ 23,774 ○ 借入見込みによる企業債利息の減額補正

補正前446,285千円⇒補正後422,511千円

消費税及び地方消費税 経営管理課 30,546 ○ 事業費確定見込みによる増額補正

補正前114,667千円⇒補正後145,213千円

【資本的支出】 (△824,729) 合計

長寿命化・ストックマネジメント 下水道課 △ 460,200 ○ 事業費確定見込みによる減額補正

事業 補正前1,340,000千円⇒補正後879,800千円

地震対策事業 下水道課 △ 235,600 ○ 事業費確定見込みによる減額補正

補正前311,600千円⇒補正後76,000千円

し尿前処理下水道投入施設 下水道課 △ 37,000 ○ 事業費確定見込みによる減額補正

整備事業 補正前1,942,000千円⇒補正後1,905,000千円

※　合計欄は補正予算の全体額。記載事業は抜粋のため、集計した額とは一致しない場合がある。

事      業      名 事       業       内       容

公共下水道事業会計　補正額　合計 △ 1,090,035
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令和７年度３月補正予算②における主な施策 （企業会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

会　計
総合計画
施策体系

担当課
計上額
（千円）

農業集落 自然・生活環境 【収益的支出】 (△58,062) 合計

排水事業 農業集落排水管路施設維持 下水道課 △ 26,000 ○ 事業費確定見込みによる減額補正

会      計 管理事業 ・ マンホールポンプ修繕費 △ 15,000 千円

補正前32,494千円⇒補正後17,494千円

・ 管路点検委託料 △ 10,000 千円

補正前15,097千円⇒補正後5,097千円

・ マンホールポンプ運転維持管理委託料 △ 1,000 千円

補正前36,275千円⇒補正後35,275千円

農業集落排水処理施設維持 下水道課 △ 8,000 ○ 事業費確定見込みによる減額補正

管理事業 ・ 処理場電気料 △ 6,000 千円

補正前93,751千円⇒補正後87,751千円

・ 処理場運転維持管理委託料 △ 2,000 千円

補正前91,771千円⇒補正後89,771千円

減価償却費 経営管理課 △ 11,017 ○ 有形固定資産減価償却費の確定見込みによる減額補正

補正前657,880千円⇒補正後646,863千円

資産減耗費 経営管理課 △ 9,600 ○ 固定資産除却費の確定見込による減額補正

補正前32,035千円⇒補正後22,435千円

支払利息及び企業債取扱諸費 経営管理課 △ 3,719 ○ 借入見込みによる企業債利息の減額補正

補正前61,184千円⇒補正後57,465千円

【資本的支出】 (△99,760) 合計

農業集落排水処理施設機能 下水道課 △ 77,680 ○ 事業費確定見込みによる減額補正

強化事業 補正前235,060千円⇒補正後157,380千円

農業集落排水施設統合事業 下水道課 △ 13,700 ○ 事業費確定見込みによる減額補正

補正前60,500千円⇒補正後46,800千円

取付管新設事業 下水道課 △ 5,000 ○ 事業費確定見込みによる減額補正

補正前20,900千円⇒補正後15,900千円

※　合計欄は補正予算の全体額。記載事業は抜粋のため、集計した額とは一致しない場合がある。

事      業      名 事       業       内       容

農業集落排水事業会計　補正額　合計 △ 157,822
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令和7年度繰越明許費一覧（3月補正予算②）
（単位：千円）

＜一般会計＞

国庫支出金 県支出金 市   債 その他

総務費 【庁舎整備事業】

・ 真田地域自治センター整備事業 82,000 82,000 73,800 8,200 ・ 工事内容の調整に不測の日数を要したため。

【電算業務管理運営事業】

・ 番号制度システム対応事業 2,649 2,649 2,649 0 ・

【戸籍住民基本台帳事務事業】

・ 戸籍住民基本台帳事務事業 13,508 6,094 2,926 3,168 0 ・

（諸収入）
・ 作業内容の調整に不測の日数を要したため。

・ 147,395 32,237 32,237 ・

245,552 122,980 0 5,575 0 73,800 3,168 40,437

民生費 【自立支援給付事業】

・ 自立支援給付事業 8,000 8,000 3,000 5,000 ・ システム改修内容の調整に不測の日数を要するため。

【高齢者福祉センター管理事業】

・ 9,500 9,500 9,500 ・ 部品調達に不測の日数を要するため。

17,500 17,500 0 3,000 0 0 0 14,500

衛生費 【環境衛生事業】

・ 636,208 450,589 450,589 0 ・ 関係者協議に不測の日数を要したため。

【資源循環型施設建設推進事業】

・ 49,400 13,874 6,937 6,937 ・ 関係者協議に不測の日数を要したため。
（基金）

685,608 464,463 0 450,589 0 0 6,937 6,937

選挙日が年度末となり、年度内の事業完了が困難である
ため。

国の第１次補正予算に対応し、事業を前倒しして実施す
るため。

国の第１次補正予算に対応し、事業を前倒しして実施す
るため。

【上田市長選挙・上田市議会議員
一般選挙運営事業】

上田市長選挙・上田市議会議員
一般選挙運営事業

ゼロカーボン戦略事業
（脱炭素先行地域事業補助金）

資源循環型施設建設関連事業
（周辺整備に係る測量業務委託）

総務費 合計

民生費 合計

衛生費 合計

高齢者福祉センター管理事業
（ガスヒートポンプエアコン修繕）

全体事業費
（契約額又は

予算額）

左の内
翌年度
繰越額

繰   越   額   の   財   源   内   訳

理                    由
款 事      業      名

既 収 入
特定財源

未  収  入  特  定  財  源 翌年度に繰越
すべき財源
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令和7年度繰越明許費一覧（3月補正予算②）
（単位：千円）

＜一般会計＞

国庫支出金 県支出金 市   債 その他

全体事業費
（契約額又は

予算額）

左の内
翌年度
繰越額

繰   越   額   の   財   源   内   訳

理                    由
款 事      業      名

既 収 入
特定財源

未  収  入  特  定  財  源 翌年度に繰越
すべき財源

農林水 【農業振興関連施設管理事業】
産業費

・ 1,899 1,899 1,899 ・ 部品調達に不測の日数を要するため。

・ 9,000 9,000 9,000 0 ・ 関係者協議に不測の日数を要したため。

【団体営土地改良事業】

・ 農村地域防災減災事業 91,500 91,500 80,920 9,700 880 ・

・ 45,272 45,272 29,050 9,500 4,375 2,347 ・
（分担金）

【森林整備推進事業】

・ 森林環境譲与税活用事業 1,500 1,500 1,500 0 ・
（基金）

149,171 149,171 0 0 109,970 28,200 5,875 5,126

商工費 【観光施設整備事業】

・ 4,300 3,800 1,900 1,900 ・ 工事内容の調整に不測の日数を要したため。
（基金）

4,300 3,800 0 0 0 0 1,900 1,900

土木費 【土木管理事業】

・ 国土強靭化地域計画策定事業 4,000 4,000 4,000 ・ 計画内容の調整に不測の日数を要したため。

【市道新設改良事業】

・ 防災・安全交付金 62,000 62,000 31,000 31,000 0 ・

・ 道路メンテナンス事業 20,000 20,000 11,000 9,000 0 ・

国の第１次補正予算に対応し、事業を前倒しして実施す
るため。

国の第１次補正予算に対応し、事業を前倒しして実施す
るため。

国の第１次補正予算に対応し、事業を前倒しして実施す
るため。

国の第１次補正予算に対応し、事業を前倒しして実施す
るため。

CO2吸収量認証の事前審査に不測の日数を要するため。

農林水産業費 合計

商工費 合計

農林漁業体験実習館管理運営
事業（エレベーター修繕）

農業水路等長寿命化・防災減災
事業

巣栗渓谷緑の広場管理運営事
業（案内看板設置工事）

霊泉寺温泉共同浴場空調機器
等設置工事
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令和7年度繰越明許費一覧（3月補正予算②）
（単位：千円）

＜一般会計＞

国庫支出金 県支出金 市   債 その他

全体事業費
（契約額又は

予算額）

左の内
翌年度
繰越額

繰   越   額   の   財   源   内   訳

理                    由
款 事      業      名

既 収 入
特定財源

未  収  入  特  定  財  源 翌年度に繰越
すべき財源

土木費 【河川用悪水路改修事業】

・ 緊急自然災害防止対策事業 80,000 59,200 59,200 0 ・ 工事内容の調整に不測の日数を要したため。

【街路維持管理事業】

・ 46,000 46,000 40,000 6,000 ・ 資材調達に不測の日数を要するため。

【交通運輸対策事業】

・ 51,456 32,884 31,700 1,184 ・

263,456 224,084 0 42,000 0 170,900 0 11,184

消防費 【消防団運営事業】

・ 消防団車両整備事業 27,797 27,594 25,900 1,694 ・ 納車まで不測の日数を要するため。

27,797 27,594 0 0 0 25,900 0 1,694

教育費 【小学校施設整備事業】

・ 特別教室空調整備事業 154,000 154,000 33,015 120,900 85 ・

・ 111,848 111,848 27,664 84,100 84 ・

【中学校施設整備事業】

・ 90,200 90,200 23,089 67,000 111 ・

・ 第五中学校改築事業 1,604,546 1,604,546 174,595 1,416,200 13,751 ・

【丸子図書館管理運営事業】

・ 丸子図書館管理運営事業 9,395 8,900 8,000 900 ・ 資材調達に不測の日数を要するため。
（LED化事業）

1,969,989 1,969,494 0 258,363 0 1,696,200 0 14,931

しなの鉄道線安全輸送設備等整
備事業負担金

補助対象事業者が国の第１次補正予算に対応し、事業を
前倒しして実施するため。

緊急自然災害防止対策事業

土木費  合計

消防費 合計

教育費  合計

国の第１次補正予算に対応し、事業を前倒しして実施す
るため。

国の第１次補正予算に対応し、事業を前倒しして実施す
るため。

国の第１次補正予算に対応し、事業を前倒しして実施す
るため。

国の第１次補正予算に対応し、事業を前倒しして実施す
るため。

トイレ改修事業
（塩川小・菅平小）

トイレ改修事業
（丸子北中）
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令和7年度繰越明許費一覧（3月補正予算②）
（単位：千円）

＜一般会計＞

国庫支出金 県支出金 市   債 その他

全体事業費
（契約額又は

予算額）

左の内
翌年度
繰越額

繰   越   額   の   財   源   内   訳

理                    由
款 事      業      名

既 収 入
特定財源

未  収  入  特  定  財  源 翌年度に繰越
すべき財源

3,363,373 2,979,086 0 759,527 109,970 1,995,000 17,880 96,709

6,552,037 6,108,724 0 2,848,631 270,370 2,714,000 24,180 251,543

※　円単位の繰越額を表示単位未満で四捨五入しているため、積み上げと合計が一致しない場合がある。

＜参考　令和6年度実繰越額・一般会計＞ 4,094,942 2,572,540 0 861,225 117,379 1,374,500 64,810 154,626 27事業（68件）

一   般   会   計   合   計

3月補正予算②までの議決繰越額を含む
一 般 会 計 合 計
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